
四日市市告示第５４号 

令和６年能登半島地震被災者入所受入支援事業（児童福祉施設）実施要綱を次のよ

うに定める。 

令和６年２月１３日 

四日市市長  森  智 広 

 

令和６年能登半島地震被災者入所受入支援事業（児童福祉施設）実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、令和６年能登半島地震により被災し、本市に避難してきた被災

者（以下「被災者」という。）を緊急的に次条に掲げる施設において入所を受け入

れた場合に給付金を支給することにより、被災者受入れの円滑化を図ることを目的

とする。 

（施設） 

第２条 この要綱において、施設とは、要綱の施行時に四日市市に所在しサービスを提供

している事業所であって、次の各号に定めるものをいう。 

(1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３７条に規定する乳児院 

(2) 児童福祉法第３８条に規定する母子生活支援施設 

(3) 児童福祉法第４１条に規定する児童養護施設 

(4) 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設 

（被災者） 

第３条 この要綱において、被災者とは、令和６年能登半島地震により災害救助法（昭

和２２年法律第１１８号）の適用となった地域に住所を有していた者をいう。 

（支給対象者） 

第４条 給付金の支給対象者は、令和６年１月１日以降に被災者を受入れた施設を運営す

る法人とする。 

（給付金の額） 

第５条 給付金の支給額は、令和７年１月３１日までに受入れた被災者１人あたり５０，

０００円とし、予算の範囲内で支給する。ただし、受入れた被災者を同一法人の施設で

再度受入れる場合は、支給の対象としない。 

（申請） 

第６条 給付金の支給を受けようとする者は、令和６年能登半島地震被災者入所受入

支援事業給付金申請書（別記様式。以下「申請書」という。）に、次の各号に定め

る書類を添えて市長に提出しなければならない。 



(1) 受入れた入所者が、第３条に規定する被災者であることを確認できる書類 

(2) 被災者を受入れたことが確認できる書類 

（給付決定） 

第７条 市長は、前条に定める申請書を受理したときは、支給対象の要件を確認し、支給

の可否を決定し支給するものとする。 

（給付金の返還） 

第８条 市長は、支給対象者が次の各号のいずれかに該当するときには、給付金の支

給決定を取り消し、その返還を命ずることができる。 

(1) この要綱の規定に違反したとき。 

(2) 虚偽の申請その他不正な行為により給付金の支給を受けたとき。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限りその効力を失う。 

（こども未来部こども家庭課、こども発達支援課） 



（別記様式） 

令和  年  月  日 

四日市市長 

 

令和６年能登半島地震被災者入所受入支援事業給付金申請書 

 

法人の住所 

法人の名称 

代表者氏名                 印 

 

受入事業所の住所  

受入事業所の名称  

 

受
入
れ
た
被
災
者
の
状
況 

被災地の住所              

フ リ ガ ナ  

氏    名 
 

 

生 年 月 日  

入 所 日  

提供しているサービス  

 

振 

込 

先 

金融機関 

                 支店 

         銀行      支所 

                 出張所 

口座番号  口座名義人  

(１) 受入れた入所者が、被災者であることを確認できる書類 

(２) 被災者との利用契約書の写し等 


